契約書に記載する事項の留意点について

　「特定建築条件付売買予定地」の転用許可申請の場合、土地売買契約書に記載していただく内容があります。次の内容や国の通知に記載してある内容を満たした契約書の作成をお願いします。
記
（所有権移転の時期）
第○条　本物件の所有権は、買主が当該土地の宅地造成後、建築確認が行われた後に売買代金の全額を支払い、売主がこれを受領したときに、売主から買主に移転する。
（引渡し）
第○条　売主は、買主が当該土地の宅地造成後、建築確認が行われた後に引き渡す。
　
[bookmark: _GoBack]国の通知により、土地の引渡し時期の条件が指定されています。
　※「別紙　建築条件付売買予定に係る農地転用許可関係事務取扱要領」の「６　農地転用許可に付ける条件」の（２）参照。

（特約条項）
第○条　別記特約条項のとおりとする。
	特約条項

	１．下記特約条項が前条までの条項の内容に抵触する場合には、下記特約条項の内容が優先されるものとする。
２．土地の売買契約後、３ヶ月以内に○○○○と当該土地に建物を建築する建築請負契約を締結すること。万一、建築請負契約が締結できなかった場合、本契約は白紙撤回解除となり売主は受領した金額を無利子にて売主に全額返金する。
３．本契約の条件として、買主は融資受けを条件としており、融資受けをした停止条件付契約であることを売主は承諾の上、本契約を締結する。万一、買主の融資受けが不調の場合、本契約は白紙撤回解除となり売主は受領した金額を無利子にて買主に全額返金する。


　※「別紙　建築条件付売買予定に係る農地転用許可関係事務取扱要領」の「３」の（１）と（２）の規定についても契約書に盛り込む必要があり、本事例では「特約条項」として盛り込んでいますが、別の記載方法でも可能です。記載方法はご検討ください。


